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（１）エネルギー政策について（１）エネルギー政策について
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの需給需給需給需給にににに関関関関するするするする施策施策施策施策についてのについてのについてのについての基本的基本的基本的基本的なななな方針方針方針方針

①①①①エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策政策政策政策のののの基本的視点基本的視点基本的視点基本的視点

““““３３３３Ｅ＋ＳＥ＋ＳＥ＋ＳＥ＋Ｓ””””““““３３３３Ｅ＋ＳＥ＋ＳＥ＋ＳＥ＋Ｓ””””““““３３３３Ｅ＋ＳＥ＋ＳＥ＋ＳＥ＋Ｓ””””

「「「「安定供給安定供給安定供給安定供給（（（（エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー安全保障安全保障安全保障安全保障）」）」）」）」（Energy Security）

「「「「コストコストコストコスト低減低減低減低減（（（（効率性効率性効率性効率性））））」」」」（Economic Efficiency）

““““３３３３Ｅ＋ＳＥ＋ＳＥ＋ＳＥ＋Ｓ””””

「「「「環境負荷低減環境負荷低減環境負荷低減環境負荷低減」」」」（Environment）

を追求・実現

＋＋

「「「「安全性安全性安全性安全性」」」」（Safety）が前提

②“②“②“②“多層化多層化多層化多層化・・・・多様化多様化多様化多様化したしたしたした柔軟柔軟柔軟柔軟なエネルギーなエネルギーなエネルギーなエネルギー需給構造需給構造需給構造需給構造””””のののの構築構築構築構築とととと政策政策政策政策のののの方向方向方向方向

� 各エネルギー源の強みが活き、弱みが補完される、強靱で、現実的かつ多層的な供給構造

の実現。

� 制度改革を通じ、多様な主体が参加し、多様な選択肢が用意される、より柔軟かつ効率的

なエネルギー需給構造の創出。

� 海外の情勢変化の影響を最小化するための国産エネルギー等の開発・導入の促進による自

給率の改善。
---- 3333----



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁東日本大震災以降東日本大震災以降東日本大震災以降東日本大震災以降のエネルギーをのエネルギーをのエネルギーをのエネルギーを巡巡巡巡るるるる状況状況状況状況

１．化石燃料に対する依存度増加１．化石燃料に対する依存度増加

・総発電電力量の約８８％(2012年度) 

- 第一次石油ショック時（約７６％）以上の水準。
エネルギー

安定供給
※中東依存度：原油(８３％)、天然ガス(２９％)

・再生エネルギー導入比率 - 総発電電力量の約１.６％(水力除く)

安定供給

(2012年度、固定価格買取制度による国民負担3,500億円/年)

２．燃料費の増加(火力発電焚き増し費用)２．燃料費の増加(火力発電焚き増し費用)

約３．６兆円（1人あたり約３万円の負担、2013年度）国民生活・

経済への影響

３．電気料金の高騰

・震災前と比べ平均２割程度上昇（標準世帯電力料金）

４．ＣＯ２排出量増加(2012年度)

・一般電気事業者のＣＯ２排出量１．１億トン増加地球温暖化 ・一般電気事業者のＣＯ２排出量１．１億トン増加

（日本の排出量約９％分、2010年度比）

地球温暖化
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

� 石油危機以降、GDPは２．４倍に増加したにもかかわらず、産業部門はエネルギー消費量が１割減

我我我我がががが国国国国のエネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギー消費消費消費消費のののの現状現状現状現状

� 石油危機以降、GDPは２．４倍に増加したにもかかわらず、産業部門はエネルギー消費量が１割減

少。一方、民生部門は２．４倍に増加（業務部門２．７倍、家庭部門２．１倍）。

� 産業部門は依然、全体の４割の消費量を占める。

600450 

(兆円、2005年価格）

実質GDP
1973→2012 

（百万原油換算ｋｌ）
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（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、国民経済計算年報をもとに作成 ---- 5555----



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

� 総合資源エネルギー調査会の下に、「第４次エネルギー基本計画」の方針に基づき、長期的なエネ

長期長期長期長期エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー需給見通需給見通需給見通需給見通しししし小委員会小委員会小委員会小委員会

� 総合資源エネルギー調査会の下に、「第４次エネルギー基本計画」の方針に基づき、長期的なエネ

ルギー需給の見通しについて検討を行うため、「長期エネルギー需給見通し小委員会」が設置。

� 本年１月より、エネルギーミックスに関する検討を開始。コージェネレーションについても議論。

＜委員名簿＞ ＜委員会の開催状況＞

名前名前名前名前 所属所属所属所属

委員長 坂根 正弘 （株）小松製作所相談役

＜委員名簿＞

第１回（平成２７年１月３０日）

・エネルギー基本計画の要点とエネルギーを巡る情勢について

第２回（平成２７年２月１３日）

＜委員会の開催状況＞

委員 伊藤 麻美 日本電鍍工業（株）代表取締役

柏木 孝夫 東京工業大学特命教授

橘川 武郎 一橋大学大学院研究科教授

・３Eに関する意見の整理と主な検討課題について

・エネルギー需給見通し策定に関する基礎資料について

第３回（平成２７年２月２７日）

・省エネルギー対策、ベンチマーク制度について
河野 康子 （一社）全国消費者団体連絡会事務局長

小山 堅 （一財）日本エネルギー経済研究所常務理事

高橋 恭平 昭和電工（株）代表取締役会長

・省エネルギー対策、ベンチマーク制度について

第４回（平成２７年３月１０日）

・再生可能エネルギー各電源の導入の考え方等について

第５回（平成２７年３月３０日）

・電源構成の在り方について高村 ゆかり 名古屋大学大学院環境学研究科教

中上 英俊 （株）住環境計画研究所代表取締役会長

野村 浩二 慶応義塾大学産業研究所准教授

野村総合研究所顧問、

・電源構成の在り方について

第６回（平成２７年４月１０日 ）

・エネルギーの効率的な利用等について

第７回（平成２７年４月２２日）

増田 寛也
野村総合研究所顧問、

東京大学公共政策大学院客員教授

安井 至 （独）製品評価技術基盤機構理事長

山地 憲治 （公財）地球環境産業技術研究機構理事・研究所長

・これまでの議論における論点等について

第８回（平成２７年４月２８日）

・エネルギーミックスについて

第９回（平成２７年５月２６日）、第１０回（平成２７年６月１日）

---- 6666----

山名 元 京都大学原子炉実験所教授

第９回（平成２７年５月２６日）、第１０回（平成２７年６月１日）

・長期エネルギー需給見通しについて



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁長期長期長期長期エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー需給見通需給見通需給見通需給見通しししし小委員会小委員会小委員会小委員会のコジェネのコジェネのコジェネのコジェネ部分抜粋部分抜粋部分抜粋部分抜粋①①①①

---- 7777----



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

� 安全で環境に優しく、安くて安定的に調達できるような完璧なエネルギーはない。｢｢｢｢安全安全安全安全｣｣｣｣でででで､｢､｢､｢､｢環境環境環境環境にににに優優優優しくしくしくしく｣､｢｣､｢｣､｢｣､｢安安安安くてくてくてくて｣､｢｣､｢｣､｢｣､｢安定的安定的安定的安定的にににに調達調達調達調達できるできるできるできる｣､｣､｣､｣､このようなこのようなこのようなこのような完璧完璧完璧完璧ななななエネルギーはエネルギーはエネルギーはエネルギーはないないないない。。。。

エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーのベストミックスベストミックスベストミックスベストミックス

� 安全で環境に優しく、安くて安定的に調達できるような完璧なエネルギーはない。

� バランスのとれたベストミックスをバランスのとれたベストミックスをバランスのとれたベストミックスをバランスのとれたベストミックスを策定策定策定策定することがすることがすることがすることが重要重要重要重要。。。。

発電電力量の推移一次エネルギー供給構成の推移

｢｢｢｢安全安全安全安全｣｣｣｣でででで､｢､｢､｢､｢環境環境環境環境にににに優優優優しくしくしくしく｣､｢｣､｢｣､｢｣､｢安安安安くてくてくてくて｣､｢｣､｢｣､｢｣､｢安定的安定的安定的安定的にににに調達調達調達調達できるできるできるできる｣､｣､｣､｣､このようなこのようなこのようなこのような完璧完璧完璧完璧ななななエネルギーはエネルギーはエネルギーはエネルギーはないないないない。。。。

1.1% 10,000 

発電電力量の推移
（億kWh）

一次エネルギー供給構成の推移

（原油換算万kL）
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0.1% 4,000 
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【出所】総合エネルギー統計。%は構成割合。 ---- 8888----



（（（（参考参考参考参考））））電力需要電力需要電力需要電力需要・・・・電源構成電源構成電源構成電源構成 －－－－長期長期長期長期エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー需給見通需給見通需給見通需給見通しししし（（（（案案案案））））よりよりよりより－－－－

9



（２）エネルギー分野のシステム改革（２）エネルギー分野のシステム改革

---- 10101010----



エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーシステムシステムシステムシステム改革改革改革改革のののの実施実施実施実施スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール 経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成34年
（2022年）

措置済み

自由化に先立って

【電力】
第１段階

（広域機関創設）
第２段階

（小売全面自由化）

第３段階（送配電部門

の法的分離）

託送供給約款の認
可が必要

【都市ガス】

（小売全面自由化）

導管部門のガスの小売

自由化に先立って
託送供給約款の認

可が必要

【熱】

導管部門の

法的分離（大手３社）

ガスの小売

全面自由化

【熱】

熱供給事業

の自由化

【規制組織】

新規制組織

の創設（電力の

業務の開始）

ガス・熱の

業務を追加

---- 11111111----



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁【【【【電力改革電力改革電力改革電力改革１１１１】】】】広域的運営推進機関広域的運営推進機関広域的運営推進機関広域的運営推進機関（（（（2015201520152015年年年年4444月月月月～）～）～）～）

� 地域を越えた電気のやりとりを容易にし、災害時等に停電を起こりにくくする。また、全国大での� 地域を越えた電気のやりとりを容易にし、災害時等に停電を起こりにくくする。また、全国大での

需給調整機能の強化等により、出力変動の大きい電源の導入拡大等に対応する。

� そのための司令塔として、第１弾の改正電気事業法に基づき本年４月に「広域的運営推進機関」を

全電気事業者が加入義務がある認可法人として創設。

広域的運営推進機関

全電気事業者が加入義務がある認可法人として創設。

電気の供給

電気の供給
電気が余っている地域

電気が余っている地域

電気の供給

電気が「不足」している地域Ｂ

広域的運営推進機関の業務内容

①災害等による需給ひっ迫時において、電源の焚き増しや電力融通を指示することで、需給調整を行う。

②全国大の電力供給の計画を取りまとめ。送電網の増強やエリアを越えた全国大での系統運用等を進める。

③平常時において広域的な運用の調整を行う。（周波数調整は各エリアの送配電事業者が実施）

広域的運営推進機関の業務内容

③平常時において広域的な運用の調整を行う。（周波数調整は各エリアの送配電事業者が実施）

④新規電源の接続の受付や系統情報の公開に係る業務や、発電と送配電の協調に係るルール整備を行う。
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁【【【【電力改革電力改革電力改革電力改革２２２２】】】】小売小売小売小売のののの全面自由化全面自由化全面自由化全面自由化（（（（2016201620162016年年年年○○○○月月月月～）～）～）～）

■ 我が国では、2000年以降、小売分野の自由化を段階的に実施。

■ 家庭等への小売の参入を自由化し、一般家庭の電力選択を実現するとともに、競争を通じて電気料

金の最大限の抑制を図る。

■ 料金規制は段階的に撤廃し、ピークシフト料金などによる需要抑制をしやすくする。料金規制撤廃■ 料金規制は段階的に撤廃し、ピークシフト料金などによる需要抑制をしやすくする。料金規制撤廃

後も、最終保障サービスや離島対策を措置。供給力確保のための新たな枠組みを設ける。

現在でも自由に参入可能

だが、新規参入者のシェ

アは、自由化された需要（電圧Ｖ）
【契約kW】

【特別高圧産業用】大規模工場

自由化部門

【特別高圧産業用】大規模工場

自由化部門 自由化部門

【特別高圧産業用】大規模工場

2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～

の 4.2 ％ 、 全 需 要 の

2.6％にとどまる（２０

１３年度）。また、一般

電気事業者が区域（エリ

ア）を超えて供給するこ

【2,000kW】
（20,000V）

【高圧業務用】
【高圧Ｂ】

【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

電力量電力量電力量電力量 ２６％２６％２６％２６％

【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

【高圧Ｂ】 中規模工場

【高圧業務用（500kW以上）】
ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ

電力量電力量電力量電力量 ４０％４０％４０％４０％

【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

【高圧Ｂ】 中規模工場

【高圧業務用】ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ

【高圧Ａ】 小規模工場

規制部門

ア）を超えて供給するこ

とが可能。

料金規制は無く、自由な

料金設定が可能。

現在は一般電気事業者が
【50kW】

【500kW】

（6,000V）

【高圧業務用】

ｽｰﾊﾟｰ、

中小ﾋﾞﾙ

電力量 １９％

電力量 ９％
中規模工場

【高圧Ａ】

小規模工場
電力量 ９％

【高圧Ａ】 小規模

工場

電力量 ９％

【高圧業務用】

500kw未満
電力量 １４％

電力量電力量電力量電力量 ６２％６２％６２％６２％
（（（（2013年度年度年度年度時点）時点）時点）時点）

規制部門

規制部門
現在は一般電気事業者が

独占的に供給している

が、改革改革改革改革のののの第第第第２２２２段階段階段階段階でででで自自自自

由化由化由化由化をををを措置措置措置措置（（（（2016201620162016年年年年にににに

実施実施実施実施）。）。）。）。

（6,000V） 【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭

電力量 ３２％

【低圧】 コンビニ、事業所等
電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３８％

規制部門

電力量電力量電力量電力量 ７４％７４％７４％７４％ 電力量電力量電力量電力量 ６０％６０％６０％６０％ 電力量電力量電力量電力量 ３８％３８％３８％３８％ 実施実施実施実施）。）。）。）。

その際、現行の料金規制料金規制料金規制料金規制

をををを撤廃撤廃撤廃撤廃（ただし経過措置

を講じる）。

（100～200V）
（注）沖縄電力の自由化の範囲は2万kW、6万V以上から、平成16年（2004年）４月に特別高圧需要家（原則2千kW以上）に拡大。

電力量電力量電力量電力量 ７４％７４％７４％７４％ 電力量電力量電力量電力量 ６０％６０％６０％６０％ 電力量電力量電力量電力量 ３８％３８％３８％３８％
（（（（2013年度年度年度年度時点）時点）時点）時点）
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁【【【【電力改革電力改革電力改革電力改革３３３３】】】】送配電部門送配電部門送配電部門送配電部門のののの中立化中立化中立化中立化（（（（2018201820182018～～～～2020202020202020年年年年））））

�� 電力市場における活発な競争を実現する上では、送配電ネットワーク部門を中立化し、適正な対価

（託送料金）を支払った上で、誰でも自由かつ公平公平公平公平・・・・平等平等平等平等にににに送配電送配電送配電送配電ネットワークをネットワークをネットワークをネットワークを利用利用利用利用できるよう

にすることが必須。

� 現行の「会計分離会計分離会計分離会計分離」では、発電と送配電の間の社内でのやりとりが法人間の契約として明確になら

、

� 現行の「会計分離会計分離会計分離会計分離」では、発電と送配電の間の社内でのやりとりが法人間の契約として明確になら

ず、外部からの検証が難しい、託送ルールが適用されない等の問題があり、中立性を高めていくた

めには「法的分離法的分離法的分離法的分離」が必要。

� 主要な先進国においても全面自由化が行われている場合には発送電分離をしているのが通例であり、

送配電（独占の規制部門）発電（競争部門） 小売（競争部門）

、� 主要な先進国においても全面自由化が行われている場合には発送電分離をしているのが通例であり、

全面自由化全面自由化全面自由化全面自由化とととと発送電分離発送電分離発送電分離発送電分離をををを車車車車のののの両輪両輪両輪両輪としてとしてとしてとして、、、、一体一体一体一体でででで進進進進めるめるめるめる必要あり。

既存電力会社Ａ

小売

既存電力会社Ａ 既存電力会社Ａ
同一主体 同一主体

競争相手 競争相手

新電力Ｃ発電事業者Ｂ

14

①自社の発電所の

接続を優先
中立性を損なう

問題の例

②託送ルールが適用

されない

③送配電事業で知り得た情報

を自社営業に目的外利用
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁総合総合総合総合エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー市場市場市場市場のののの創出創出創出創出

� 、� 「光熱費」という言葉があるように、消費者にとってエネルギー市場は一体のもの。他方で、従来、

我が国のエネルギー市場は、電力、ガス、熱等の業態ごとに制度的な「市場の垣根」が存在

（※）石油やＬＰガスは既に参入規制なく、自由な市場

� 一体的な制度改革により「市場の垣根」を撤廃し、エネルギー企業の相互参入や異業種からの新規� 一体的な制度改革により「市場の垣根」を撤廃し、エネルギー企業の相互参入や異業種からの新規

参入を進める。これにより、競争によるコスト低廉化を図るとともに、消費者の利便性を向上させ

る。

� さらに、国内市場に閉じることなく、総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得も目指す。

＜市場の垣根を撤廃＞電力市場
（従来は地域独占）

都市ガス市場
（従来は地域独占）

※他エネルギーとの競合と未普
新規参入

� さらに、国内市場に閉じることなく、総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得も目指す。

電力会社

・一般電気事業者

（東京電力、関西電力等）

• 我が国のLNG輸入量のうち、約７割
は電力会社

（従来は地域独占） ※他エネルギーとの競合と未普
及地域が存在

電力会社によ

る電力・ガス
異分野サービ

スを組み合わ

せたガス販売

新規参入

（東京電力、関西電力等）

・卸電気事業者（Jパワー、原電）

etc.

ガス会社

・一般ガス事業者

≪総合エネルギー市場の創出≫
のセット販売 せたガス販売

連携・アライアンスの可能性

連携・アライアンスの可能性

国内に閉じることなく、

海外市場開拓・獲得も目指す

・一般ガス事業者

（東京ガス、大阪ガス等）

・ガス導管事業者

（INPEX、JAPEX等）
etc.

• 主要ガス会社は既に430万kw程度
の火力発電を保有（原発4基分）

• 大手ガス2社の連結営業利益の２～3
割を電力が占める

ガス会社によ

る電力・ガス

のセット販売

異分野サービ

スを組み合わ

せた電力販売

異分野からの参画

etc.etc.
新規参入

ＩＴ、自動車等 石油、ＬＰガス等
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（３）コージェネレーションシステムについて（３）コージェネレーションシステムについて

（一部出典： 総合資源エネルギー調査会

---- 16161616----

（一部出典： 総合資源エネルギー調査会

長期エネルギー需給見通し小委員会（第６回会合）資料２）



「コージェネレーション」とは・・・「コージェネレーション」とは・・・「コージェネレーション」とは・・・「コージェネレーション」とは・・・

■コージェネレーション（熱電併給）は、天然ガス、石油、ＬＰ■コージェネレーション（熱電併給）は、天然ガス、石油、ＬＰ

ガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃料電池等の方式

により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステにより発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステ
ムです。

■回収した廃熱は、蒸気や温水として、工場の熱源、冷暖

房・給湯などに利用でき、熱と電気を無駄なく利用できれ房・給湯などに利用でき、熱と電気を無駄なく利用できれ
ば、燃料が本来持っているエネルギーの約７５～８０％と、

高い総合エネルギー効率が実現可能です。高い総合エネルギー効率が実現可能です。
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（参考１）（参考１）（参考１）（参考１）
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（参考２）（参考２）（参考２）（参考２）

約５３％を占める。（出典：コージェネ財団データ（平成26年3月末時点））

約３１％を占める。（出典：コージェネ財団データ（平成26年3月末時点））

約４％を占める。（出典：コージェネ財団データ（平成26年3月末時点））

10万台（平成26年9月末時点）｡
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（参考３）（参考３）（参考３）（参考３）
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Ｃ
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（４）コジェネ関連の予算・税制について（４）コジェネ関連の予算・税制について
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁コジェネコジェネコジェネコジェネ関連関連関連関連のののの予算予算予算予算・・・・税制税制税制税制

分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２５２５２５２５年度予算年度予算年度予算年度予算（（（（２４９２４９２４９２４９．．．．７７７７億円億円億円億円）））） ※※※※基金基金基金基金にてにてにてにて実施実施実施実施】】】】分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２５２５２５２５年度予算年度予算年度予算年度予算（（（（２４９２４９２４９２４９．．．．７７７７億円億円億円億円）））） ※※※※基金基金基金基金にてにてにてにて実施実施実施実施】】】】

○天然ガスコジェネレーションや自家発電設備等の分散型電源の設置を促進することにより、省エネルギーや電力需給の安定化等を図るため、

省エネルギー効果が高く、電気と熱を高効率に利用するガスコージェネレーションを導入する事業者に対して補助を実施。

分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２５２５２５２５年度予算年度予算年度予算年度予算（（（（２４９２４９２４９２４９．．．．７７７７億円億円億円億円）））） ※※※※基金基金基金基金にてにてにてにて実施実施実施実施】】】】分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２５２５２５２５年度予算年度予算年度予算年度予算（（（（２４９２４９２４９２４９．．．．７７７７億円億円億円億円）））） ※※※※基金基金基金基金にてにてにてにて実施実施実施実施】】】】

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金【【【【平成平成平成平成２７２７２７２７年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額（（（（４１０４１０４１０４１０．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金【【【【平成平成平成平成２７２７２７２７年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額（（（（４１０４１０４１０４１０．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】

○事業者が計画した省エネルギーに係る取組のうち、「技術の先端性」、「省エネ効果」及び「費用対効果」を踏まえて政策的意義

の高いものと認められる設備更新の費用について補助を実施。

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金【【【【平成平成平成平成２７２７２７２７年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額（（（（４１０４１０４１０４１０．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金【【【【平成平成平成平成２７２７２７２７年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額（（（（４１０４１０４１０４１０．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】

生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）

○質の高い設備投資の促進によって事業者の生産性向上を図り、もって我が国経済の発展を図るため、「先端設備」や「生産ライン

やオペレーションの改善に資する設備」を導入する際の税制措置を新設。【適用期間：（平成２８年度末まで）】

生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）

５％税額控除又は即時償却【【【【平成２６年１月２０日～平成２８年３月末まで平成２６年１月２０日～平成２８年３月末まで平成２６年１月２０日～平成２８年３月末まで平成２６年１月２０日～平成２８年３月末まで】】】】
コージェネレーション設備も対象

コジェネコジェネコジェネコジェネ固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税特例特例特例特例のののの創設創設創設創設（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）コジェネコジェネコジェネコジェネ固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税特例特例特例特例のののの創設創設創設創設（（（（平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度～）～）～）～）

○コージェネレーション設備に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間、課税標準となるべき価格の５／６に軽減。

４％税額控除又は５０％特別償却【【【【平成２８年４月～平成２９年３月末まで平成２８年４月～平成２９年３月末まで平成２８年４月～平成２９年３月末まで平成２８年４月～平成２９年３月末まで】】】】※青色申告をしている法人・個人が対象

○コージェネレーション設備に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間、課税標準となるべき価格の５／６に軽減。

【適用期間：（平成２６年度末まで）】→※２年間の延長（平成２８年度末まで）

地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（７８７８７８７８．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（７８７８７８７８．．．．００００億円億円億円億円））））】】】】

地域工場地域工場地域工場地域工場・・・・中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等のののの省省省省エネエネエネエネ設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（９２９９２９９２９９２９．．．．５５５５億円億円億円億円））））】】】】地域工場地域工場地域工場地域工場・・・・中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等のののの省省省省エネエネエネエネ設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（９２９９２９９２９９２９．．．．５５５５億円億円億円億円））））】】】】

○再エネ等発電設備、熱利用設備、蓄電・蓄熱設備、エネマネシステム、自営線・熱導管、その他付帯設備の面的導入を支援

※「固定価格買取制度」において設備認定を受けない設備が対象

---- 26262626----

○最新モデルの省エネ機器等の導入支援（Ａ類型）【補助率１／３】

最新モデルかつ旧モデルと比較して年平均１％以上省エネ性能が向上していることが確認できる設備等を対象とし、導入を支援。

地域工場地域工場地域工場地域工場・・・・中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等のののの省省省省エネエネエネエネ設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（９２９９２９９２９９２９．．．．５５５５億円億円億円億円））））】】】】地域工場地域工場地域工場地域工場・・・・中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等のののの省省省省エネエネエネエネ設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金【【【【平成平成平成平成２６２６２６２６年度補正予算年度補正予算年度補正予算年度補正予算（（（（９２９９２９９２９９２９．．．．５５５５億円億円億円億円））））】】】】



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁（（（（参考参考参考参考））））分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金分散型電源導入促進事業費補助金

---- 27272727----

→→→→執行団体執行団体執行団体執行団体（（（（ガスコージェネレーションガスコージェネレーションガスコージェネレーションガスコージェネレーション推進推進推進推進事業事業事業事業）：）：）：）：
一般一般一般一般社団法人都市社団法人都市社団法人都市社団法人都市ガスガスガスガス振興振興振興振興センターセンターセンターセンター URLURLURLURL http://www.gasproc.or.jp/corgenehttp://www.gasproc.or.jp/corgenehttp://www.gasproc.or.jp/corgenehttp://www.gasproc.or.jp/corgene////
（（（（事業部事業部事業部事業部 ＣＧＳＣＧＳＣＧＳＣＧＳ普及促進普及促進普及促進普及促進グループグループグループグループ TELTELTELTEL：：：：03030303----3502350235023502----5550555055505550、、、、 FAXFAXFAXFAX：：：：03030303----3502350235023502----5821582158215821））））



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁（（（（参考参考参考参考））））エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金使用合理化等事業者支援補助金

---- 28282828----

→→→→執行団体執行団体執行団体執行団体：：：：一般一般一般一般社団法人社団法人社団法人社団法人 環境共創環境共創環境共創環境共創イニシアチブイニシアチブイニシアチブイニシアチブ URLURLURLURL https://sii.or.jphttps://sii.or.jphttps://sii.or.jphttps://sii.or.jp////
（（（（審査審査審査審査第一第一第一第一グループグループグループグループ TELTELTELTEL：：：：03030303----5565556555655565----4463446344634463、、、、FAXFAXFAXFAX：：：：03030303----5565556555655565----4462446244624462））））



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁（（（（参考参考参考参考））））生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制

---- 29292929----

→→→→おおおお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先：：：：■■■■制度制度制度制度概要及概要及概要及概要及びびびび〔〔〔〔A A A A 類型類型類型類型〕〕〕〕／／／／生産性税制生産性税制生産性税制生産性税制コールセンターコールセンターコールセンターコールセンターTEL:03TEL:03TEL:03TEL:03----3501350135013501----1565 1565 1565 1565 （（（（平日平日平日平日9:009:009:009:00----12:00,13:0012:00,13:0012:00,13:0012:00,13:00----17:3017:3017:3017:30））））

■■■■〔〔〔〔B B B B 類型類型類型類型〕〕〕〕／／／／九州九州九州九州経済経済経済経済産業局産業局産業局産業局 企業支援課企業支援課企業支援課企業支援課 TEL:092TEL:092TEL:092TEL:092----482482482482----5435543554355435
→→→→詳細詳細詳細詳細はははは経済省経済省経済省経済省HPHPHPHPからからからから URLURLURLURL httphttphttphttp://://://://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.htmlwww.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.htmlwww.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.htmlwww.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.html



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁（（（（参考参考参考参考））））経済産業省関係経済産業省関係経済産業省関係経済産業省関係 税制改正税制改正税制改正税制改正についてについてについてについて

→→→→参考参考参考参考：：：：一般財団法人一般財団法人一般財団法人一般財団法人 コージェネレーション・エネルギーコージェネレーション・エネルギーコージェネレーション・エネルギーコージェネレーション・エネルギー高度利用高度利用高度利用高度利用センターセンターセンターセンター（（（（コージェネコージェネコージェネコージェネ財団財団財団財団））））
（（（（TEL 03TEL 03TEL 03TEL 03----3500350035003500----1612 1612 1612 1612 、、、、FAX FAX FAX FAX 03030303----3500350035003500----1613161316131613））））

---- 30303030----

URLURLURLURL http://http://http://http://www.ace.or.jp/web/law/law_0030.htmlwww.ace.or.jp/web/law/law_0030.htmlwww.ace.or.jp/web/law/law_0030.htmlwww.ace.or.jp/web/law/law_0030.html
（（（（トップページトップページトップページトップページ > > > > おおおお役立役立役立役立ちちちち情報情報情報情報 >>>> 法制度法制度法制度法制度・・・・支援策支援策支援策支援策 >>>> 税制税制税制税制優遇優遇優遇優遇））））



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁

（（（（参考参考参考参考））））地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金面的利用等推進事業費補助金

---- 31313131----



項目項目項目項目 概要概要概要概要

①①①①構想普及支援事業構想普及支援事業構想普及支援事業構想普及支援事業【【【【予算額予算額予算額予算額：：：：１０１０１０１０億円億円億円億円】】】】

項目項目項目項目 概要概要概要概要

補助目的
先導的な地産地消型エネルギーシステム（再⽣可能エネルギー等の地域の分散型エネルギーを⼀定規模のコミュニティの中で⾯的に利

⽤するもの）の構築に向けた事業化可能性調査及び事業計画策定を⾏う事業の実施に要する経費の⼀部を補助することにより、地産

地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有化及び他地域への展開を図る。

� 事業化可能性調査 � 事業計画策定

補助対象事業

� 事業化可能性調査
⼀定規模のコミュニティの中で⾯的にエネルギー事業を⾏う地産

地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業の構築にかかる経
済性評価（投資回収効率、費⽤対効果）のための事業化可

能性調査を実施する事業。

� 事業計画策定
⼀定規模のコミュニティの中で⾯的にエネルギー事業を⾏う地産地

消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業の実施を前提として、
詳細な事業計画の策定を実施する事業。
� 本事業において策定する事業計画は他事業において類似の事能性調査を実施する事業。

1. 地域でのエネルギー需給の管理（エネルギーマネジメント）

に関する調査（必須）
2. 再生可能エネルギーに関する調査（任意）

� 本事業において策定する事業計画は他事業において類似の事
例がなく、再⽣可能エネルギー等の分散型エネルギーの地産地

消等の課題を解決するための優れた特性を有するものであって、
他地域への普及可能性が優れたものであることが必要。

� ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を � ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主

補助対象事業者

� ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を

主申請法人（幹事法人）とする共同体、もしくは地方公共
団体、任意団体等

� ①地産地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業を⾏う

事業者と、②主たるエネルギー事業者の２者の共同申請が
必須。

� ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主

申請法人（幹事法人）とする共同体、もしくは地方公共団体、
任意団体等

� ①地産地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業を⾏う事

業者、②事業実施場所の地⽅公共団体（資⾦拠出は不

要）、③主たるエネルギー事業者の３者の共同申請が必須。必須。 要）、③主たるエネルギー事業者の３者の共同申請が必須。

補助対象経費

� 事業化可能性調査に係る経費
• 労務費、旅費（委員旅費、職員旅費）、委員会開催費
（委員謝⾦、会場費等）、外注費、消耗品費、その他

（本事業を実施するのに必要な経費）。

� 事業計画策定に係る経費
• 労務費、旅費（委員旅費、職員旅費）、委員会開催費
（委員謝⾦、会場費等）、外注費、消耗品費、その他（本

事業を実施するのに必要な経費）。（本事業を実施するのに必要な経費）。 事業を実施するのに必要な経費）。

補助率（上限） � 定額（上限：１０００万円以内） � 定額（上限：３０００万円以内）

公募開始 平成27年3月30⽇（⽉）〜8月3日（月）12：00（必着）
※⼀次締切：平成27年5月11日(月)12時必着、⼆次締切：6月22日(月)12時必着、三次締切：8月3日(月)12時必着

執⾏団体

一般社団法人 新エネルギー導入促進協会 スマートコミュニティセンター（構想普及支援事業担当） FAX：03-3984-8015
(※お問い合せはFAXでお願いいたします)

URL http://www.nepc.or.jp/topics/2015/0330_3.html

---- 32323232----



項目項目項目項目 概要概要概要概要

地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー面的利用等推進事業面的利用等推進事業面的利用等推進事業面的利用等推進事業
②②②②モデルモデルモデルモデル構築事業構築事業構築事業構築事業のうちのうちのうちのうち地産地消型地産地消型地産地消型地産地消型エネルギーシステムのエネルギーシステムのエネルギーシステムのエネルギーシステムの構築構築構築構築にににに係係係係るものるものるものるもの【【【【予算額予算額予算額予算額：：：：４０４０４０４０億円億円億円億円】】】】

項目項目項目項目 概要概要概要概要

補助目的
先導的な地産地消型エネルギーシステム（再⽣可能エネルギー等の地域の分散型エネルギーを⼀定規模のコミュニティの中で⾯的に利

用するもの。）の構築に要する経費の一部を補助することにより、地産地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有化及び
他地域への展開を図る。

補助対象事業

以下の項目を満たす事業⼜は当該事業に関する実施設計を⾏う事業を補助対象とします。

１．再⽣可能エネルギー等を利⽤し、⼀定規模のコミュニティの中で電気⼜は熱等の融通を最適に制御し、エネルギーの利⽤を⾏う

もの、⼜は将来的な地産地消エネルギーシステムの構築に資する先端的な技術等を含んだ新規性を有する実証を⾏うものであ

ること。ること。
２．地域内でのエネルギーの最大活用・最適化に寄与する地産地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有化を図り、

他地域での地産地消型エネルギーシステムの展開に資するものであること。

補助対象事業
者

� ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公共団体、任

意団体等であること。者 意団体等であること。

補助対象経費

� モデル構築事業に係る経費
• 設計費（機械装置、システム）
• 設備費（機械装置、制御装置、監視装置、エネルギーマネジメントシステム、配管・配線類及びこれらに付帯する設備）
• 工事費

補助対象経費
• 工事費
• 諸経費（⼯事負担⾦（⽔道等）、管理費（申請者の出張旅費、会議費等））。
※ 固定価格買取制度の認定設備は補助対象外。

補助率（上
� ⺠間会社⼜は任意団体等 １／２
� 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社、地⽅公共団体と共同申請する任意団体等 ２／３

補助率（上

限）
� 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社、地⽅公共団体と共同申請する任意団体等 ２／３
� 上限：１０億円

公募期間 平成２７年３⽉１３⽇（⾦）〜平成２７年７⽉３１⽇（⾦）
※⼀次締切：平成27年3月31日(火)、⼆次締切：5月29日(⾦)、三次締切：6月30日(火)、最終締切：7月31日(⾦)

執⾏団体
一般社団法人 都市ガス振興センター 事業部 スマエネ推進チーム TEL：03-3502-5550 FAX：03-3502-5821 
URL http://www.gasproc.or.jp/sumaene/index.html

---- 33333333----



項目項目項目項目 概要概要概要概要

地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能地産地消型再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー面的利用等推進面的利用等推進面的利用等推進面的利用等推進事業事業事業事業
③③③③モデルモデルモデルモデル構築事業構築事業構築事業構築事業のうちのうちのうちのうち再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入拡大導入拡大導入拡大導入拡大にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組にににに係係係係るものるものるものるもの【【【【予算額予算額予算額予算額：：：：２０２０２０２０億円億円億円億円】】】】

項目項目項目項目 概要概要概要概要

補助目的
再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた取組を⾏う事業に要する経費の⼀部を補助することにより、地産地消型エネルギーシステムの

構築に関するノウハウの共有化及び他地域への展開を図る。

補助対象事業

再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた取組を⾏う事業の内容が、下記の全ての項目を満たすものを対象とします。

1. 太陽光や風⼒等の出⼒変動の⼤きな再⽣可能エネルギーの導⼊を拡⼤するため、需要家側に設置された複数の蓄エネルギー
機器を最適に制御することで調整⼒を創出し、⼜は再⽣可能エネルギー由来の電気を⽔素等の他のエネルギー媒体に変換、貯補助対象事業 機器を最適に制御することで調整⼒を創出し、⼜は再⽣可能エネルギー由来の電気を⽔素等の他のエネルギー媒体に変換、貯

蔵することで、需要家側の設備に対し電気・熱を供給しようとするもの。
2. 再生可能エネルギー導入拡大に向けた課題に対する取組に関するノウハウの共有化を図り、他地域での再生可能エネルギーの

導入拡大に資するもの。

補助対象事業者
� ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公共団体、

任意団体等であること。
補助対象事業者

任意団体等であること。

補助対象経費

� モデル構築事業に係る経費
• 設計費（機械装置、システム）
• 設備費（機械装置、制御盤、監視装置、配管類及びこれらに付随する設備）
• 工事費

補助対象経費
• 工事費
• 諸経費（⼯事負担⾦（⽔道等）、管理費（旅費、会議費等））。
※ 固定価格買取制度の認定設備は補助対象外。

補助率（上限）

� ⺠間会社⼜は任意団体等：１／２

� 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社⼜は地⽅公共団体と共同申請する任意団体等：２／３補助率（上限） � 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社⼜は地⽅公共団体と共同申請する任意団体等：２／３

� 上限：6億円

公募期間 平成２７年３⽉１６⽇〜７⽉３１⽇（⽕）
※⼀次締切：平成27年3月31日(火)、⼆次締切：5月29日(⾦)、三次締切：6月30日(火)、最終締切：7月31日(⾦)

執⾏団体

一般財団法人 エネルギー総合工学研究所 FAX：03-3501-8021 E-mail：saienpj@iae.or.jp
(※お問い合わせはFAX・メールでお願いいたします)

URL http://www.iae.or.jp/2015/03/16/2015scienpj/

---- 34343434----



経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省
資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁資 源 エネ ル ギー庁（（（（参考参考参考参考））））地域工場地域工場地域工場地域工場・・・・中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等のののの省省省省エネエネエネエネ設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金設備導入補助金

→→→→執行団体執行団体執行団体執行団体：：：：一般一般一般一般社団法人社団法人社団法人社団法人 環境共創環境共創環境共創環境共創イニシアチブイニシアチブイニシアチブイニシアチブ URLURLURLURL https://sii.or.jp/https://sii.or.jp/https://sii.or.jp/https://sii.or.jp/
■■■■（（（（AAAA類型類型類型類型））））最新最新最新最新モデルモデルモデルモデル省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー機器等導入支援機器等導入支援機器等導入支援機器等導入支援事業事業事業事業／／／／

---- 35353535----

■■■■（（（（AAAA類型類型類型類型））））最新最新最新最新モデルモデルモデルモデル省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー機器等導入支援機器等導入支援機器等導入支援機器等導入支援事業事業事業事業／／／／
※※※※平成平成平成平成27272727年年年年4444月月月月22222222日日日日（（（（水水水水））））受付終了受付終了受付終了受付終了

■■■■（（（（BBBB類型類型類型類型））））地域地域地域地域工場工場工場工場・オフィス・・オフィス・・オフィス・・オフィス・店舗等省店舗等省店舗等省店舗等省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー促進促進促進促進事業事業事業事業／／／／
※※※※平成平成平成平成27272727年年年年4444月月月月15151515日日日日（（（（水水水水））））受付終了受付終了受付終了受付終了



～ご清聴ありがとうございました～～ご清聴ありがとうございました～

---- 36363636----


